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指定保育士養成制度に関する研究 
―地方厚生局とのかかわりを中心に― 
 
堀 建治 
 
 A Study of the Nursery Teachers Training System 
－Focus on Local Welfare Office－ 
 
Kenji HORI 
 
 
Nursery Teacher Training program is started after World War II in Japan. This study is an 
overview of the essay Nursery Teacher Training program. An institutional problem, pointed 
out that the following two points. One is the fact that the approval is delegated to a local 
welfare office establishment of training schools. The other problem, which can be seen by a 
change in the conditions established for each region. This system is also compared with the 
kindergarten teachers, suggesting that very interesting. 
 
 
はじめに 
「保育士」とは、どのような人々を指す名称であろうか。児童福祉法では、以下のように定義
されている（第 18条の 4）。 
 
 
 
 
「保育士」は、いわゆる「名称独占」の資格である。そのため「保育士」となるためには、児
童福祉法の規定に従えば、以下の手順を踏む必要がある（第 18条の 6）。 
 
 
 
 
 
 本規定はあくまでも「『保育士』となる資格を有する」だけであり、法的に「保育士」とは言
えない。「『保育士』となる資格を有する」者が以下の手続きを踏むことで、晴れて「保育士」
となることができるのである（第 18条の 18）。 
 
 
この法律で、保育士とは、第 18条の 18第一項の登録を受け、保育士の名称を用いて、
専門的知識及び技術をもつて、児童の保育及び児童の保護者に対する保育に関する指
導を行うことを業とする者をいう。 
次の各号のいずれかに該当する者は、保育士となる資格を有する。  
一  厚生労働大臣の指定する保育士を養成する学校その他の施設（以下「指定保育
士養成施設」という。）を卒業した者 
二  保育士試験に合格した者 
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以上が、現行制度における「保育士」が誕生するまでの法的な流れである。ここからいえるこ
とは、「保育士」資格は国家資格であり、「保育士」資格を取得するためには、「指定保育士養
成施設」を卒業するか、保育士試験に合格するといういずれかの道をたどり、「保育士」として
登録されることで「保育士」となることができるのである。 
このように「保育士」資格は、現在は国家資格としてその地位が確立されているわけであるの
だが、児童福祉法改正以前は、あくまでも「保母」（「保育士」の従前の名称）という職へ就く
ための任用資格であり、厳密にいえば国家資格ではなかった。紆余曲折を経て、今日のようなシ
ステムが確立されていることになるのだが、この点に関しては関係者においても意外と知られて
いない点である。また現政府は幼稚園及び保育所を 10 年以内に順次廃止し、子ども家庭省（仮
称）所管の「こども園」への一本化を検討していることが明らかにされているところである注１)。
今後、どのような形で「保育士養成」がなされていくかは不透明な点も残るが、敢えてそのよう
な時期だからこそ、「保育士養成」について、総括する作業が求められるのではないだろうか。 
前置きが長くなったが、本稿では「保育士」を養成する学校、一般的に養成校と括られること
の多い「指定保育士養成施設」（以下、「養成施設」と略）について概観することを目的とする。
同時に「養成施設」にかかわる課題について言及することを目的とする。 
 
現行の「指定保育士養成施設」の認可設置の流れについて 
従来から保母養成（現行は「保育士」）の中心の担い手は「指定保育士（従来は保母）養成施
設」であり、試験合格による保育士は少ないのが現状である。現在、「養成施設」は４年制大学
213ヶ所、短期大学 263ヶ所、専修学校 103ヶ所、その他 4ヶ所となっている（平成 21年 4月
現在）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保育士となる資格を有する者が保育士となるには、保育士登録簿に、氏名、生年月日
その他厚生労働省令で定める事項の登録を受けなければならない。  
②保育士登録簿は、都道府県に備える。   
③都道府県知事は、保育士の登録をしたときは、申請者に第一項に規定する事項を
記載した保育士登録証を交付する。 
＜表１＞ 指定保育士養成施設の変遷 
年度 大学 短期大学 専修学校 その他 
平成元年 
（1989） 
20ヶ所 
（6.0％） 
220ヶ所 
（65.7％） 
55ヶ所 
（16.4％） 
40ヶ所 
（11.9％） 
平成 13年 
（2001） 
56ヶ所 
（15.6％） 
222ヶ所 
（61.8％） 
68ヶ所 
（18.9％） 
13ヶ所 
（3.6％） 
平成 20年 
（2009） 
191ヶ所 
（33.9％） 
265ヶ所 
（47.1％） 
102ヶ所 
（18.1％） 
５ヶ所 
（0.9％） 
（出典）全国保育士養成協議会 配布資料より作成 
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近年の動向として特筆されることは、これまで主力であったあった短期大学の養成から、４年
制大学での養成が急増していることである（表 1参照）。これは保育系学科の人気による保育士
課程の増設、短期大学から４年制大学への改組転換といった大学の入学者対策という側面、いわ
ゆる文部科学省の教員養成抑制施策の緩和に伴い、幼稚園教諭養成課程、あるいは厚生労働省の
子育て支援施策の一環による養成施設の認可増という政策的側面、あるいは保育現場から保護者
への子育て支援、児童虐待やいわゆる「気になる子ども」への対応など、より質の高い保育を提
供するための専門職養成の要求がなされている側面のなど、さまざまな要因が挙げられる。 
ところで、本稿でいうところの「養成施設」であるが、児童福祉法施行令第５条において「指
定保育士養成施設（以下「指定保育士養成施設」という。）の指定は、厚生労働省令で定める基
準に適合する学校又は施設について行うものとする」とされている。具体的な手続きについては
以下のような形式を踏むこととなっている（児童福祉法施行令第５条第２項）。 
 
 
 
 
 
 
 
本条で示されている申請書等については、厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長名による
「保育士を養成する学校その他の施設の指定の申請等について」（平成 22年 7月 22日雇児保発
0722第 2号）では、さらに以下のような形で設置申請について示されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記の手続きを経て、「養成施設」の認可を受ける。設置に向けては「指定保育士養成施設設
置計画書」、「指定保育士養成施設申請書」を提出するにあたり、以下のような書類を添付する
指定保育士養成施設の新規設置 
（１）授業開始１年前までに「指定保育士養成施設設置計画書」を提出 
①設置者が都道府県（指定都市及び中核市を含む）である場合 
地方厚生（支）局長へ提出 
②設置者が市町村その他の者である場合  
  当該学校又は施設の所在地の都道府県知事（指定都市及び中核市の市長を含む）を 
  経て地方厚生（支）局長へ提出 
（２）問題点に係る指導、審査、ヒアリング等が地方厚生局にて実施される 
（３）遅くとも授業を開始しようとする日の６ヶ月までに「指定保育士養成施設申請書」 
  を提出 
①設置者が都道府県（指定都市及び中核市を含む）である場合 
地方厚生（支）局長へ提出 
②設置者が市町村その他の者である場合  
  当該学校又は施設の所在地の都道府県知事（指定都市及び中核市の市長を含む）を 
  経て地方厚生（支）局長へ提出 
指定保育士養成施設の指定を受けようとする学校又は施設の設置者は、厚生労働省令
で定める事項を記載した申請書を、設置者が都道府県である場合は厚生労働大臣に、
市町村（特別区を含む。以下同じ。）その他の者である場合は当該学校又は施設の所在
地の都道府県知事を経て厚生労働大臣に提出しなければならない。この場合において、
設置者が法人（地方公共団体を除く。）であるときは、申請書に定款、寄付行為その他
の規約を添えなければならない。 
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こととなっている注2)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ところで、保育士資格と対比されるものに幼稚園教諭免許状がある。幼稚園教諭免許は、文字
通り「教員免許状」であり、所轄は文部科学省である。幼稚園教諭免許状に限らず、教員免許状
を取得するためには大学が自由に科目を設置するだけでなく、以下のような流れを経て、文部科
学省へ必要書類を提出、認可を受けることとなっている。 
 
 
 
 
 
 
免許状取得に向けて、各大学が提出した申請書について、中央教育審議会の下部委員会である
教職課程認定委員会にて審査が行われ、最終的には中央教育審議会へ答申、認可という形式が踏
襲されている。教職課程の認可に当たってはすべて文部科学省教職員課（大学等の設置が関連す
る場合は大学設置審議会も関連）が一元的に実施している。 
１ 設置者に関する書類（設置者が法人である場合） 
 （１）法人の定款、寄付行為、その他規約 
（２）役員名簿 
（３）資産状況（法人認可官庁に提出した前年度の事業概要報告書、収支決算書 
 及び財産目録） 
（４）当該年度経費収支予算の細目 
（５）保育士の養成について議決している旨を記載した議事録 
 
２ 学校又は設置の長の履歴、就任承諾書 
 
３ 教員の履歴及び就任承諾書 
 
４ 学則 
 （１）新学則、旧学則、学則の新旧対照表 
（２）教科目名称読み替え表及び教授内容の概要 
（３）時間割 
 
５ 建物その他設備の規模及び構造並びにその図面 
 （１）校舎の各室の用途及び面積、建物の配置図及び平面図 
（２）設備の概要（備品一覧） 
（３）図書目録（専門分野ごとに分類したもの） 
 
６ 実習に利用する施設の名称及び利用の概要 
 （１）実習施設一覧（施設名、施設種別、設置年月日、所在地、入所定員、実習 
    人員等） 
 （２）実習施設の承諾書 
 
７ 保育実習計画 
  （全体の方針、実習の段階、内容、施設別の期間、時間数、学生の数、実習前後 
   の学習に対する指導、実習の記録、評価の方法等） 
 
 （１）申請する免許教科・学校種の決定 
（２）申請の手引き（審査基準等）の確認 
（３）申請書案の作成 
（４）申請書案の事前相談（通常：4月～6月頃） 
（５）申請書の提出（７月末） 
（６）申請書の審査（秋～冬） 
（７）認定通知の発出（中央教育審議会答申後、発出）  
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「指定保育士養成施設」の認可設置と地方厚生局の役割 
「養成施設」の設置をする際、特筆すべきことは規定で定められている形式によらない形で認
可設置されていることである。保育士資格児童福祉法施行令の規定では「厚生労働大臣」宛に提
出することとなっているが、通知では「地方厚生（支）局長」宛の提出となっている。実際、「養
成施設」として設置計画書、あるいは指定申請書を提出する場合、養成校が所在する都道府県等
を経由し、厚生局へ提出を行う。その際、宛先は「地方厚生（支）局長」であり、「厚生労働大
臣」宛にはなっていない。そして、認可を受けた場合は「養成施設」の設置者宛に「指定書」が
交付されるが、「指定書」の発令者は「厚生労働大臣」名ではなく、「養成施設」の管轄内の「地
方厚生（支）局長」厚生局長名となっている。これは地方の厚生局という一部局が許認可権を把
握しているということになるのであろうか。それは別の表現をすれば、制度的には本省である厚
生労働省から地方の各厚生局に一定の裁量権が付されているとも解釈することができる。この裁
量によって、「養成施設」にかかわる要件変更が可能となっているともいえる。 
その一例として、修業年限の差異が指摘される。現在、東京都内で「養成施設」として認可を
受けるためには、修業年限が３年でなければ認可されないこととなっている。２年課程の短期大
学、あるいは専修学校が新規に保育士課程の設置計画を提出した場合、修業２年の課程では認可
が下りない。仮に既存に幼稚園教諭２種課程が設置されている場合であっても、例外ではなく、
３年課程となっている注 3)。これは保育士の質を担保するために実施されている措置とされている
が、東京都下以外の道府県では、現行通り２年課程として認可が下りている。また「教員要件」、
あるいは「教員審査」についても、地方厚生局によって対応が異なることも予想されるが、現時
点で確信できる情報は得られていない注4)。 
ところで教員免許取得のための課程認可を受ける際、文部科学省がすべて一元的に手続きを行
っていることは前述したとおりである注5)。課程認定を受けた大学に対しても、認定書が交付され
るが、その交付は文部科学大臣名でなされている。 
以上から、地方厚生局について、一定の裁量が与えられていることが推測されるが、それを断
言するには事例が少なく、不明な点も多々指摘される。これについては今後の課題としたい。 
同時に別の課題も浮き彫りとなっている。地方厚生局の裁量によって変更が可能となることは、
本来、全国的に統一されるべき資格の水準が一定でない事例が散見されるということでもある。
それは「養成施設」からはそれるが、保育士を輩出するもうひとつの手段である保育士試験の実
施状況から推測される。現在は、社団法人全国保育士養成協議会が全都道府県から委任を受けて、
統一試験が実施されているが、かつて保育士試験は都道府県ごとに実施されていた。試験日程、
あるいは試験問題も統一されたものではなく、都道府県ごとに異なった時期に異なった問題で実
施されていた。合格率はもちろんのこと、問題の難易度も都道府県別に明らかな「差異」が認め
られるところであった。「差異」が認められては資格そのものの存在意義が問われかねない問題
でもある。保育士、特に保母と称されている時代にあっては、その「質」を測定する「試験」水
準が、ミニマムスタンダード、つまり最低限のラインをクリアすれば合格との認識が地方厚生局
に存在していたのではないだろうか。これは、地方厚生局がある一定までの保母、あるいは保育
士の需給バランスをコントロールする権限を有していたといって過言ではないだろう。地方厚生
局の存在意義、あるいは許認可権の裁量範囲などは今後の検討課題であろう。 
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まとめ 
「養成施設」の設置認可にあたっては、地方厚生局にある程度の設置認可権、あるいは裁量権が
付与されていることが示唆された。それがどの程度のものであるか、まさに「ブラックボックス」
状況である感は否定できない。そして、地方ごとにどのような基準で「養成施設」が設置されてい
るか。各地方厚生局ごとに「養成施設」を抽出し、比較検討をしていくことでこの点については解
決が可能となるだろう。そして、地方の厚生局が裁量権を有するに至る過程について、過去の設置
認可にかかわる事例を検討することに加えて、「養成施設」の制度設計がどのような形で企図され、
展開されるに至ったのか、史的背景を考察する必要があると思われる。今後は事例検討を含めつつ、
「養成施設」の制度設計を重層的に追っていきたい。 
 
【注】 
注 1)2010 年 4 月以降、いわゆる幼保一元化へ向けて断片的ではあるが、徐々に伝えられてきて
いる。新聞報道によると、政府の「子ども・子育て新システム検討会議」（共同議長・仙谷
国家戦略相、福島少子化相、枝野行政刷新相）は、4月 27日の会合で子育て施策の財源と担
当部局を一元化し、効率的な運用を行っていく方針を決めた。幼稚園と保育所については、
幼児教育と保育も行う「こども園（仮称）」に統合していく方針が打ち出された。ただ、サ
ービスの量的拡大を支える財源はどうするのかなど不明な点は多く、具体化には難航も予想
される（2010年 4月 30日付『読売新聞』朝刊）。2010年 6月 28には「こども園」制度の
創設ともに、2013年度をめどに幼稚園教諭と保育士資格の統合を検討していることが明らか
にされた。現在、資格上では幼稚園・保育所それぞれ別々のものが必要とされているなか、
教育面で両施設の区別はなくなりつつある現状を踏まえ、両方の資質を兼ね備えた資格に統
合し、「こども士」といった新資格を創設する案がある一方で幼稚園教諭と保育士の資格を
残したまま、取得カリキュラムを共通化する考え方もある。ただし、本稿執筆時点で、新資
格に関する新たな報道はなされていない。また 10月 14日に政府は、幼稚園と保育所を一元
化し「こども園」とする幼保一体化を議論する作業部会の初会合で、文部科学省と厚生労働
省の両省による現行の所管を見直し、園の設置基準や新制度移行までの経過措置などに関し、
年内に一定の結論を出すことを確認したことが伝えられている。法案については「幼保一元
化法」として政府与党から提出される予定となっている。 
注 2)筆者の勤務校は平成 16年 3月に「養成施設」として東海北陸厚生局から認可を受けた。そ
の際、ここで示されている書類以外、養成課程設置にあたり「設置計画書」、そして「指定
申請書」に対して「趣意書」の添付を要求された。これは当該厚生局が認可を行う際の判断
材料とするものとして求めてきたものと思われるが、この点から、地方厚生局にはある程度
の裁量権が付与されているものと推測される。 
注 3)この場合、主に２年間で幼稚園教諭２種免許状取得を、最後の１年間を保育士資格取得のた
めの「専攻科」として、あるいはオプションとして保育士資格関連の単位取得ができるよう
にするなどの工夫がなされている。 
注 4)「養成施設」の設置認可でも重要となる要素は「教員」である。要件に合致した「教員」が
充足されているかがポイントとなる。ただし、要件については「博士、もしくは修士の学位
取得者」、「保育に関わる知識・技術を有する」など、曖昧な表現となっている。しかし「博
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士」あるいは「修士」の学位ならばどの分野でも限定されないというわけでもないようであ
る。「教員」の候補者には「教員調書」の提出が義務づけられており、そこでは詳細な履歴
事項の記載に加え、著書、論文、学会発表等についての研究業績の添付をしなければならな
い。当然のことながら地方厚生局は「養成施設」から提出された「教員調書」を総合的に検
討して判定していると思われる。 
注 5)文部科学省の教職課程認定委員会では、科目名称にはじまり、科目内容などはシラバスの提
出を義務付けるなど、保育士課程の認定と比較しても厳格になされている。特に教員審査は
厳格であり、教員のいわゆる「科目適合」については、提出された研究業績書からその判断
がなされている。ちなみに教職課程、保育士課程の「教員審査」結果については、具体的に
合否は明確になされてはいない。が、教職課程の場合は明らかに「業績不足により不可。要
差し替え」等の指示が担当部局である教職員課からなされている。保育士課程の場合も申請
途中で地方厚生当局からなされることもあるが、通常は「指定書」が発令されて初めて可と
知ることとなる。 
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